


























　第 2 に，全権問題を中心に日中韓 3 国を比較する。日本と朝鮮，そして清の事例を同時に提示する













　1871 年，明治政府は岩倉具視を代表とする使節団を欧米に派遣した。日米和親条約から 17 年，こ
の頃の日本は国際法について少なからず知識を備えていたと考えられる。かつてアメリカとの条約交
渉で国際法について認識しはじめることとなり，その研究のために留学生をオランダに送るなど，国
際法の研究に積極的に取り組んできた。中国でマーティン（William A. P. Martin）が翻訳した『万国



























に来た自分に対し，フィッシュは「Do I understand that this Embassy has no power to negotiate 
treaties」と言い，岩倉が自分には商議討論する権利があると答えたら，今度はその権利が「power 






















































































































かった自身の経験から，花房の委任権とは全権委任状だと判断した。2 月 25 日，金は税則案を携え
て花房を訪ねた。「日本及清国之約定に基き就中亜米利加と日本と最初の約定に拠り公平を旨として
取調たり」と，この案をたたき台に協議したいと主張したのである24。








































鮮独自のやり方で明確にしようとしたのである。ここに引いた 2 つの文書は，第 2 次修信使の金弘集
が日本外務省に提出した文書（3.1 に引用した①）と比べても，はるかに具体的な内容であった。









































































































































 1 万国公法の受容・適用に関する代表的な研究としては東アジア近代史学会編『東アジア近代史』第 2 号，ゆ
まに書房，1999 年・同第 3 号，ゆまに書房，2000 年所収の各論文。2 号は東アジアにおける万国公法の受
容と適用，3 号はアジアにおける近代国際法をそれぞれ特集している。
 2 金容九「外交 概念 研究」『학술원논문집（인문사회과학편）』50-1，2011 年，253 頁。
 3 金壽岩「朝鮮의　近代使節制度　受容─公使의　서울주재와　全権委任을　중심으로」『国際政治論叢』40
（4），2000 年，479 頁。




울国際法研究』10 권 2 호，2003 年。
 6 坂元茂樹「近代日本の国際法受容をめぐる一考察（一）─日韓の比較を交えて」『關西大學法學論集』54（1），
2004 年，56〜58 頁。
 7 日本側の史料は「単行書・大使書類原本条約談判書」単 00323100，国立公文書館所蔵。閲覧に際してはア
ジ ア 歴 史 資 料 セ ン タ ー の デ ジ タ ル ア ー カ イ ブ を 利 用 し た（Ref.A04017148800，https://www.jacar.
archives.go.jp/das/meta/A04017148800，2018 年 9 月 3 日参照）。アメリカ側の史料は米国国立公文書館
所 蔵，Minutes of Treaty Conferences between United States and Japanese Representatives, and Treaty 
Drafts, March 11-July 22 , 1872。筆者は横浜開港資料館所蔵の複製本を利用した。
 8 宮永孝，前掲「アメリカにおける岩倉使節団」。
 9 特に断りのない場合，以下の和文英文引用はすべて註 7 の史料。なお，フィッシュの和文表記は原史料に従
いフイシユと表記した。和文の引用に際して，仮名は平仮名に，漢字は現用漢字に改め，適宜句読点を付し
た。以下，本稿で引用した和文史料はすべて同様。
10 ア メ リ カ 側 の 記 録 に は「Has the embassy power to discuss only, or power to sign?（中 略）Has the 
embassy power to sign a protocol?」とあり，交渉権のみか，調印権も持っているかを質問している。
11 原文は「The Ambassadors interchange opinions among themselves.」これは宮永も指摘した通り，第 1
回目の会談で 7 回も見られるのである（宮永孝，前掲「アメリカにおける岩倉使節団」，69 頁）。　　.
12 アメリカ側の史料は以下のようである。
 The Chief Ambassador. Yes. The embassy has power to sign a protocol setting forth the result of our 
conferences.
 The Secretary of State. The letter of the Emperor does not contain this power. It mentions only the 
power to discuss. I now understand however that the Embassy has also the power of signing a 
protocol.
 The Chief Ambassador. Yes, the Embassy has that power.
 The Secretary of State refers to the letter of the Emperor, and points out that it mentions only the 
power to discuss.
 The Ambassadors interchange opinions among themselves.
13 アメリカ側の記録には「If a protocol be signed, it would itself be a revision, it would be obligatory and 
would simply precede a formal treaty embodying the same provisions.」とある。
14 アメリカ側の記録には「That we wish to do, is to discuss the points to be considered in the revision. We 
will sign our names if it is provided that these proceedings are subject to the approval of our 
Government.」とある。









21 李穂枝『朝鮮の対日外交戦略： 日清戦争前夜 1876－1893』法政大学出版局，2016 年，第 1 章及び朴漢珉
「1878 年　豆毛鎭収税를　둘러싼　朝日　両国의　인식과　대응」『韓日関係史研究』第 39 輯，2011 年。
22 1880 年 8 月 13 日付，外務卿井上馨宛礼曹判書尹滋承書契別録，市川正明編『日韓外交史料 2　壬午事変』




明治 13 年 9 月 7 日付，礼曹判書尹滋承宛外務卿井上馨書簡（市川正明，前掲『日韓外交史料』2，416 頁）。

















の派遣と「日朝通商章程」の改定・課税交渉」『朝鮮学報』第 192 輯，2004 年，113 頁。
29 韓国学中央研究院王室図書館藏書閣所蔵，李王職実録編纂室編「善隣始末」巻五。〔　〕および傍線は筆者，
句読点は原文による。
30 1882 年 6 月 6 日付朝鮮国駐箚花房弁理公使より井上外務卿宛，附属書二，外務省編『日本外交文書』第 15
巻，195 頁。傍線は筆者，句読点は原文による。
31 壬午軍乱後の日本との条約締結にも全権大臣の派遣がみられる。前掲『日本外交文書』第 15 巻，200 頁。
32 吉辰，前掲「日清講和交渉における清国全権委任状について」，38 頁。
33 村田雄二郎ほか編『万国公法の時代─洋務・変法運動』岩波書店，2010 年，23 頁。
34 吉辰，前掲「日清講和交渉における清国全権委任状について」，38 頁。
35 外務省編『日本外交文書』第 18 巻，230 頁。
36 同上。
37 金允植『陰晴史』（国史編纂委員会編『韓国史料叢書』第 6 巻，1958 年），高宗 18 年辛巳 12 月，46 頁。朝
鮮の使節が全権を所持していなかった背景については，李穂枝，前掲『朝鮮の対日外交戦略』第 3 章第 3 節。
38 外務省編『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊，238 頁の「一月五日清国皇帝の張蔭桓に対する委任状」より。
漢文と和訳が載っているが，本文で引用したのは和訳。原文（漢文）は「爾仍一面電達総理衙門請旨遵行」。
39 前掲『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊，254〜257 頁。和訳は「既に開陳したる如く条約署名の上其批准及実
施を迅速ならしむるにあるなり」となっている。
40 陸奥宗光『蹇蹇録』岩波書店，1938 年，176 頁。
41 大坪慶之「日清講和にむけた光緒帝の政策決定と西太后」『史学雑誌』123（3），2014 年。
 （い　すじ　　国際学科）
